
［要旨］

ウクライナ戦争から東アジアを見ると、将来、中国が台湾海峡の現状変更に確信的に

着手すればこれを抑止できず、米国が軍事的に介入する事態となれば、米中双方が核戦

争へのエスカレーションを回避して台湾有事は長期消耗戦となる。

台湾有事によって半導体産業が機能停止に陥る事態となれば、ただちに過去の石油危

機や第1次湾岸戦争を上回る経済的混乱を引き起こし、あるいは景気後退が数年以上に

わたって続く可能性がある。日本と中台の経済的関係、地理的位置を考慮すれば、日本

には世界のどの国よりも台湾有事を抑止しなければならない理由がある。

歴史が示すように大国を抑止するには同盟による対処が最善であり、日本は日米同盟

を軸に多数国を糾合していくことになる。最大の課題は米国の強く永続的なプレゼンス

の再建であり、東アジアの同盟国やパートナー国は自らの防衛力の総合的なレジリエン

シーを高めるとともに、米防衛産業の再活性化への協力など、米国の抑止力を回復する

ために主体的に行動する必要がある。

はじめに

3年以上続くウクライナ戦争は、核超大国かつ国連安保理常任理事国が地域を限定し確信

的に行う軍事侵攻は抑止できないこと、そして核超大国が敵と味方に分かれて関与する戦争

は双方が核兵器へのエスカレーション回避を優先し、通常兵器による戦争が長期化する可能

性が高いことを示唆している（1）。

ウクライナ戦争から東アジアを見ると、将来、中国が台湾海峡の現状変更に確信的に着手

すればこれを抑止できず、米国が軍事的に介入する事態となれば、米中双方が核戦争へのエ

スカレーションを回避して台湾有事は長期消耗戦となる。米国防総省の中国軍事力年次報告

書が予測するように2030年代に米中の戦略核戦力が配備数においてほぼパリティとなれば（2）、

その可能性は一段と高まると考えてよい。

マット・ポッティンジャー（Matt Pottinger）は、われわれがロシアのウクライナ侵攻から

学ぶものは「抑止は戦争よりはるかに安く済む」ことだと述べている（3）。また、ガブリエ

ル・コリンズ（Gabriel B. Collins）らが言うように、台湾有事によって半導体産業が機能停止

に陥る事態となれば、最先端の半導体生産を一手に担っている台湾を代替できる国がほかに
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ない以上、半導体の供給をめぐって過去の石油危機や第1次湾岸戦争（1991年）を想起させる

経済的混乱を引き起こし、あるいは景気後退が数年以上にわたって続く可能性がある（4）。日

本にとって中国と台湾はそれぞれ第1位（20.0%）と第4位（5.2%）の貿易相手国であり（5）、多

数の現地進出日本企業と在留邦人を保護するという課題もある（6）。台湾有事は地理的近傍に

ある日本に不可避的に波及し、中台が主権を主張する尖閣諸島は、台湾と東シナ海に及ぼす

戦略的価値から、戦争開始とともに重要な戦略目標となるだろう。つまり、日本には世界の

どの国よりも、台湾有事を抑止しなければならない理由がある。

大国を抑止するには、歴史が示すように同盟による対処が最善である。その際、中核とな

る国は現実として米国以外にはなく、日本は日米同盟を軸に多数国を糾合することになる（7）。

対外的なコミットメントに消極的になっている米国の強く永続的なプレゼンスを再建するた

めに日本は何をすべきか。本稿では、ウクライナ戦争によって明らかになった戦争抑止に関

する課題から、台湾有事を念頭に東アジアの戦争抑止に対する示唆を探っていく。

1 台湾有事を誘う4つの星

イアン・イーストン（Ian Easton）は、習近平思想に関する中国の軍事教本（2018年）を引

用し、中国の考える「中国が台頭し中華民族が復興する歴史的な転換点となる核心的な変移」

を紹介している。変移は、（1）弱体化していく米国、（2）強大化していく中国、（3）攻撃的に

なっていくロシア、（4）混乱を深める欧州、の4つである（8）。

習近平主席は、2012年の党総書記就任以来、台湾の統一は中華民族の復興にとって不可欠

であると繰り返し述べてきた（9）。ケリー・ブラウン（Kerry Brown）は、それゆえ習主席には

選択肢がなく、われわれが現状変更の機会を与えれば、「中国のナショナリズムと偉大さへの

歩みは抗いがたい論理であり、簡単には出口を見出せず、第一次世界大戦への道のりと同様

に、世界各国は夢遊病のごとく紛争に突入していくかもしれない」（10）と述べている。ポッテ

ィンジャーによれば、習近平主席は、変移が進展していくのを待つのではなく、その設計者

として主体的に関与し、積極的に変移を進めようとしている（11）。

イーストンの挙げた第2の変移である「中国の強大化」は、着実に進展している。中国政

府は、国内経済の悪化にもかかわらず、2025年の軍事費を実質経済成長目標である前年比約

5%増を上回る7.2%増の1兆7846億元（36兆7600億円）に増額することを決め（12）、中国軍は台

湾周辺海空域における威圧的な活動を増加させ、活動区域の地理的な拡大を続けている（13）。

残る3つの変移のうち「ロシアの攻撃性」と「欧州の混乱」は、ウクライナ戦争を契機に

加速している。ロシアは、ウクライナへの北大西洋条約機構（NATO）の浸透をロシアの生存

に対する脅威と見なし、ウクライナの中立化、非軍事化、非ナチ化を目的に軍事侵攻した（14）。

米国の仲介にもかかわらずロシアが攻撃の手を緩める気配はない。ロシアと国境を接し、す

でにNATOに加盟しているポーランド、バルト三国、フィンランドが、ポスト・ウクライナへ

の懸念を強めるのは当然であろう。2025年3月18日、ポーランドとバルト三国の国防相は共

同声明で、ロシアおよびベラルーシと国境を接するNATO加盟国に対する脅威が大幅に高ま

っていると認識し、同盟の脆弱な東側の防衛を強化するために対人地雷を禁止する「オタワ
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条約」からの脱退を政府に勧告したと述べた（15）。リトアニアにとっては2024年9月にクラス

ター爆弾を禁止した「オスロ条約」からの脱退（16）に続く、国境線防衛強化を目的にした決断

であった。報道によれば、ラトビア政府はすでに脱退のプロセスを開始しており、ポーラン

ド政府は国内で数十万から百万個の地雷を生産するという（17）。フィンランドもロシアがウク

ライナで対人地雷を使用していることを理由に「オタワ条約」からの脱退の検討を始めた（18）。

同条約には戦争が始まってからは脱退できない規定があるが、脱退すれば対人地雷を国内に

貯蔵できる。

EU加盟国では、ウクライナ戦争の教訓や在欧米軍の削減方針を受け、総合防衛力を向上さ

せるために、徴兵制の復活やすべての成人男性への軍事訓練の導入などを検討する動きがあ

る（19）。また、2025年6月25日、ハーグで開催されたNATOサミットで、各国は2035年までに

国内総生産の5%をコア防衛要件と防衛および安全保障関連の支出に毎年投資することを約

束した（20）。その一方で加盟国の対ロシア警戒感には濃淡があり、ハンガリーやスロバキアな

どはロシアへの接近を強め、ウクライナ戦争が長引くほどNATOやEUの亀裂は深まってコン

センサスを基本とする意思決定を阻害するようになっている（21）。

残された変移である「弱体化していく米国」は、東アジアの同盟国やパートナー国（以下、

「同盟国等」）が主体的に関与できる唯一の分野である。習近平主席が中華民族の再興に乗り

出す機会となる星を揃わせないために、同盟国等は何をすべきだろうか。

2 ウクライナ戦争の抑止力への教訓

クラウゼヴィッツによれば、敵の抵抗力は互いに分離されない2つの要因、すなわち「利

用できるすべての手段」と「意志力の強さ」で推し量ることができる（22）。敵の抵抗力を、攻

撃側に軍事力を用いた現状変更をためらわせる力とすれば、抵抗力は抑止力と読み替えられ

よう。

（1） 軍事力に関する教訓

ウクライナにとって「利用できるすべての手段」には、ウクライナが戦争前に備蓄した武

器や弾薬の量、産業基盤、技術基盤、そして以上を統制する政府のビジネスモデルがある。

ウクライナは、ロシアのクリミア併合を契機に、軍事調達予算を2014年の6200万ドルから

2021年には約13.5倍の8億3600万ドルに増加させ軍事力の強化に努めた。また、防衛産業は

高いレジリエンシーをもって激しい攻撃に耐えながら生産能力を速やかに回復して生産を続

け、国内生産の無人航空機（UAV）モデルの数を大幅に増加させたように、並行して軍事技術

の開発と装備化を短期間で実現している（23）。ウクライナ政府は、ロシアの攻撃で電力施設が

破壊されたことで国民生活が極めて厳しい状態にあったにもかかわらず、防衛産業に優先し

て電力や資源を回し、軍民融合と技術者の養成に努め、防衛産業の戦争への適応を助けた（24）。

ウクライナの軍事力に関して特筆できる点は、産業基盤と技術基盤が発揮した高いレジリエ

ンシーとそれを助けた政府の戦争指導である。

米国はウクライナへの軍事支援を主導したが、米国の防衛産業は消耗戦を遂行できる態勢

にはなかった。米国の安全保障・技術研究所のマイケル・ブラウン（Michael Brown）によれ
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ば、米国は冷戦後から1999年にかけて国防予算をほぼ3分の1に縮小するとともに、湾岸戦

争の経験に基づき将来の戦争は短期間で終わり基本的な弾薬や物資の大量備蓄を必要としな

いと仮定し、弾薬や小型兵器の予算を大幅に削減した。防衛産業は新たな予算環境に適応す

るため、生産能力や人材への投資を減少させ、製造基盤はコスト削減に焦点をあて最小限の

生産量を維持する構造へと統合と縮小を繰り返した（25）。

米国は、2022年2月24日のロシア軍事侵攻から約1年間で665億ドルの軍事支援をウクラ

イナに提供したが、冗長性を失った防衛産業基盤は膨大な需要を吸収できず、国防総省は備

蓄から約317億ドル分の武器弾薬を切り崩した。提供した弾薬には、300万発以上の155ミリ

砲弾が含まれる（26）。

ウクライナ戦争前、米陸軍は155ミリ榴弾砲をペンシルベニア州スクラントン市にある米

陸軍主要砲弾工場1社で月間1万4400発を製造していたが、現在は約7倍の月間10万発へと

生産拡大を進めている（27）。それでもウクライナに提供した約300万発の在庫を回復するには、

単純に見積もって30ヵ月以上かかる。在庫回復はほかの武器弾薬にも共通する課題である。

例えば高い効果を発揮したジャベリン対装甲ミサイルは、2026年末までに年間生産規模を順

次3960発に増加する計画であるが（28）、ウクライナに提供した1万発を回復するには約3年間

を要すると見積もられる。

備蓄量の不足と冗長性を失った防衛産業基盤は、米国の抑止力の低下と映るであろう。防

衛産業基盤を強化する責任はひとえに米政府に帰するが、米国の拡大抑止を享受している東

アジアの同盟国等は、戦略情勢の不安定化を回避するために、在庫の早期回復を含む米防衛

産業基盤の強化は自国の問題と考え、主体的に協力を進めるべきである。

（2）「意志力の強さ」に関する教訓

クラウゼヴィッツによれば、抑止力のもうひとつの要因である「意志力の強さ」は、「そ

れを動かす動機の強さによってのみ、おおよその目安をつけることができる」（29）という。

戦争前、欧州の軍事専門家の多くはロシアが優れた軍事力をもってウクライナを迅速に占

領できると考えていたが（30）、ウクライナは予想を上回る意志力を示して反撃を続けている。

エマニュエル・トッド（Emmanuel Todd）は、ウクライナを人口流出（1992年から30年間で全

人口の21%にあたる約1100万人が減少）（31）と汚職がはびこる破綻国家と呼び、ウクライナの抗

戦は想定外の出来事であると述べた（32）。またトッドは、ウクライナが戦時下で抵抗を続ける

動機を、政府を失った国民にとって戦争が存在意義になっていると評価した（33）。他方、キー

ウ国際社会学研究所の調査によれば、戦争開始時から一貫してウクライナ人のほぼ3分の2が

戦争を長く耐える準備ができていると答え（34）、また実際に戦火のなかで社会生活を続けてい

る。トッドの評価は別にしても、戦火に耐えて戦争を続けるウクライナ国民の意志力の強さ

に疑いはないであろう。

バイデン政権のウクライナへの武器供与への意志は、開戦前から一貫して強かった。キー

ル研究所（Kiel Institute）によれば、ウクライナ戦争開始時から2024年12月までの武器等の支援

額のうち、米国は総支援額の42.7%（119.7億ドル）、欧州は49.5%（138.7億ドル）を負担した（35）。

負担額もさることながら、米国が国内備蓄を大きく切り崩してまで武器支援を継続している
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事実は、バイデン政権の強い意志を象徴していた。

その一方で、バイデン大統領は、戦争前からウクライナに米軍を派遣する可能性を公の場

で一貫して否定した（36）。これは米国がウクライナに対して条約上その義務がないこと以上に、

米軍兵力の派遣は核超大国の軍事衝突となって、やがて第三次世界大戦や戦略核兵器の応酬

へとエスカレートする可能性を懸念したためであった（37）。

戸崎洋史は2019年6月の論考で、欧州で地政学的競争が続くとすれば、NATOにとって主

要な論点は、地上兵力で劣勢のロシアが非戦略核兵器によって相殺する、いわゆる安定・不

安定の逆説にいかに対応するかであり、「米国やNATOが『核の抑制』を強調すれば、ロシア

は『弱さ』の表れと解釈し、むしろ核兵器の存在と使用可能性を強調して攻勢をかける可能

性がある」（38）と述べた。バイデン大統領がたびたび公言した核エスカレーションの忌避は（39）、

戸崎が予測したとおりに戦況を推移させ、プーチン大統領は核兵器の使用を想起させる外交

メッセージを多発した。

ウクライナはブダペスト合意（1994年）に基づいて核兵器を放棄し核兵器不拡散条約（NPT）

体制に入ったが、ロシアが2014年に合意を破ってクリミアを併合・東ウクライナに軍事侵攻

しても、英米は合意を守るべくウクライナのために武力行使をしなかった。ブラッド・ロバ

ーツ（Brad Roberts）は、この事件はNPTの「法的拘束力のない保証がほとんど意味のないも

のだということを（非核保有国に）あらためて実感させたに違いない」と評価した（40）。そし

て、ウクライナ戦争でバイデン大統領が核戦争を忌避した言動は、米国の拡大抑止に依存し

てきた国々の懸念を増幅させたと思われる。それは米国の提供する「抑止効果の信頼性」よ

り、「安心供与の信頼性」、言い替えれば、場合によっては核兵器の使用をいとわず同盟国等

を守ろうとする米国の決意への疑念であった。

例えば韓国がある。米韓は2023年4月の「ワシントン宣言」で、韓国がNPT体制にとどま

る代わりに、核協議グループの設置や戦略資産の定期的な展開など、米国が核抑止を目に見

える形で強化することに合意した。NATOと韓国の地政学的環境は異なるものの、尹錫悦大

統領（当時）には、たび重なる北朝鮮の弾道ミサイル等の発射に対抗し、核抑止に対する韓

国の主体性の確保と米国の拡大抑止の信頼性を強化する目的があったことは間違いない（41）。

3 ウクライナ戦争の東アジアの抑止体制へのインプリケーション

ウクライナ戦争の教訓から、日本など東アジアの同盟国等の抑止体制に求められるインプ

リケーションを国家の保有する軍事的手段、政治指導者と国民の意志力、そして米国の拡大

抑止の信頼性を高めるために同盟国等による米国への安心供与、の3つの視点から考察する。

（1） 自前の防衛力の総合的なレジリエンシーを高める

ウクライナの軍事的手段に関する教訓は、十分な武器弾薬の備蓄とともに、戦火に耐えて

生産機能を維持する防衛産業のレジリエンシーの強化、いわゆる産業基盤の戦争への備えで

あった。前述のとおり、EUは増大するロシアの脅威と米駐留兵力の削減に備え、防衛力の強

化と国民の防衛意識を高める政策を取り始めている。

日本の防衛力整備計画（2022年）は、防衛生産・技術基盤を「いわば防衛力そのもの」と
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位置付け、「重要インフラに対する攻撃に際しては実効的な対処」を行うと定めた（42）。ウク

ライナ戦争の経過を見ると、台湾有事の初頭に、米国や同盟国等の能力を削ぐため情報通信

施設や電力施設など重要インフラが攻撃を受ける可能性が高いが、現有する自衛隊の防空シ

ステムは政治経済中枢を広く薄く防衛できるにとどまり、重要インフラに防空の傘を重点的

に提供することは難しい。防衛産業側にも、被攻撃に備えた生産設備の分散や生産ラインの

地下化などレジリエンシーを強化する動きは見えない。しかし、日本の約1.6倍の国土を持つ

ウクライナが戦争開始から5ヵ月間で全土にわたって4000発近いミサイル攻撃を受けたこと

を考えれば（43）、政府は限られた防空資源の最適な配分について改めて検討すべきであろうし、

官民協力の下、防衛産業の防護対策を実施し、有事の事業継続計画を作っておくことが望ま

しい。防衛産業のレジリエンシーを強化する方策として、あらかじめ米国、オーストラリア

といった信頼できる国々とのサプライチェーンを構築し、共同で武器弾薬を生産し備蓄する

フレンド・ショアリングは有効である。

冷戦後競うように地上兵力を削減してきた西側諸国にとって、長期戦に耐えうる人的戦備

の強化はウクライナ戦争を契機に重要な政策課題となっている。EU各国が徴兵制の強化や復

活を検討する背景には、過去の戦争と同様に、将来の欧州戦域の戦いは地上戦が主体になる

との予測があろう。海洋域での戦いが主体となる東アジアの兵力組成は海空軍を重視すべき

であるが、長期消耗戦の可能性を踏まえれば、欧州と違う文脈で人的戦備の強化は必要であ

る。そのためには、東アジアの地政学的特徴や人口動態を踏まえ、安定したリクルート制度、

緊急時に急速な動員が可能な予備役制度の検討に加え、戦闘における人的消耗を局限する装

備や作戦・戦術の開発、国民の意志力の涵養など、総合的な視点で人的基盤を強化していく

必要がある。

（2） 同盟国等が協力し、米防衛産業を再活性化する

第2のインプリケーションは、強く永続的な米国のプレゼンスを確保するために、米国の

防衛産業基盤の回復に同盟国等が協力して取り組むことがある。

第1期オバマ政権で国防次官を務めたミシェル・フロノイ（Michèle A. Flournoy）は、ウク

ライナ戦争の約10ヵ月前、中国を念頭に、大国間競争で優位に立つために早急かつ大胆に米

国防総省の装備調達に関するビジネスモデルを変革しなければ、米国の軍事力は10年以内に

その優位性を失い、戦闘力や抑止力に影響を与えると警告した（44）。

ウクライナでは宇宙、サイバー空間、電磁領域、認知領域など、新たな領域でのノンキネ

ティックな戦争が同時に進行し（45）、また極めて短期間に新たな技術を開発・実装した側が優

位となる技術基盤の戦争が継続している。米国防総省の硬直化したビジネスモデルが改善さ

れなければ、技術開発がプロトタイプから装備化につながらず（46）、米軍は技術基盤の戦争に

おいて不利に立たされる。ビジネスモデルは官僚主義とも言え、この改善の必要性は多くの

米軍関係者が指摘している（47）。

フロノイはまた、米国の戦争計画を長く支配してきた消耗戦の概念を時代遅れとしたが、

ウクライナ戦争が第一次世界大戦の塹壕戦を彷彿させる古典的でキネティックな消耗戦とな

って、冷戦後の戦略環境に適応を繰り返した米国の防衛産業は速やかに態勢移行ができなか
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った。

米国防総省調達・維持担当国防次官補および産業政策室の「2020会計年度米産業能力に関

する議会報告」（2021年1月）は、防衛産業が「脆弱性と近代化・改革の機会とのバランスに

おいて、歴史的な転換点に到達している」（48）との認識に立ち、米国産業の製造基盤を近代化

し、世界の新たな地政学的・経済的現実に適応するために、次の4つの分野からなる防衛産

業戦略が必要であるとした（49）。4つの分野は、防衛産業の抱える4つの課題と見てよい。

（1） 防衛産業基盤とサプライチェーンを米国や同盟国へと回帰し、造船基盤を回復する。

（2） 現代的な製造とエンジニアリングのための人材基盤および研究開発基盤を構築する。

（3） 21世紀の環境に対応するため、防衛装備品の調達プロセスを継続的に近代化する。

（4） 民間セクターの技術革新と公共セクターの資源・需要を連携させる新たな方法を模索

する。

米国防総省が2024年1月、初めて「国家防衛産業戦略2023」を公表し、取り組むべき4つ

の分野として挙げた、強靱性のあるサプライチェーン、労働力の即応性、柔軟な調達、経済

抑止は、上記の議会報告と一致している（50）。同戦略は、ウクライナ戦争を境に、米政権が防

衛産業基盤の強化に真剣に取り組み始めた証左と言えよう。

第1の分野は防衛産業基盤であり、回復には長期にわたって多額の投資を必要とする。とり

わけ造船基盤の回復は米海軍の優位性を確保するために優先する分野であり、具体的な戦略

として、老朽化した造船所の改修と新たな造船所設立のために多額の投資を行い、信頼でき

る同盟国と連携強化を挙げている（51）。同盟関係を軍事、経済、技術分野で統合した能力構築

のプラットフォームに変革し、集中的に影響力を行使できるようにするメリットは、カート・

キャンベル（Kurt Campbell）とラシュ・ドシ（Rush Doshi）も指摘しているところである（52）。

この点について、世界第2位と3位の造船大国である韓国と日本への期待は大きい。2025

年4月28日、ジョン・フェラン（John C. Phelan）海軍長官は中谷元防衛大臣と会談し、日本

国内での米軍艦船の共同維持・整備を含む防衛産業協力の推進について緊密な意思疎通をし

ていくことを確認した（53）。また、日米首脳は2月7日の日米首脳共同声明で、サプライチェ

ーンおよび海洋を含む日米の防衛産業力を強化するために、共同生産、共同開発および共同

維持整備を含む防衛装備・技術協力を推進することを合意している。これらの取り組みは、

日米同盟の抑止力・対処力をさらに強化する意図を持っている（54）。

サプライチェーンの同盟国等への回帰と多角化は、紛争時にアクセスが保証されない可能

性のある地域や国家への原材料や中間財の依存を低下させ、米国や友好国との関係を強化し、

総合的な防衛能力を向上させる効果が見込める（55）。半導体の分野では、最先端の技術力によ

って半導体受託生産で世界の約8割を占める台湾と韓国は、連携の強化を米政府から求めら

れるだろう（56）。「21世紀の石油」に例えられるデジタル・データを生み出す半導体に関する

取り組みは、大国間競争にあたって同盟国等の総合的な優位性を生み出すことにつながる（57）。

第2の分野は、理工系教育（STEM教育）（58）の強化や製造業の雇用回復など、教育制度や産

業構造など人的基盤に関する課題であり、日本が協調して取り組むことができる分野である。

日本政府は、理工系教育の進学率の向上と高価値化に約10年前から集中的に取り組んでき

同盟と抑止―日本と東アジアへの含意

国際問題 No. 727（2025年10月）● 52



た。日本の場合、理工系大学への進学割合は経済協力開発機構（OECD）平均の27%に対して

17%にとどまり、理系を選択する割合は男子27%に対して女子16%など男女間の格差も顕著

である（59）。教育分野の協力は摩擦が少ない分野であるため日米の高いシナジーが期待できる。

軍用艦船や潜水艦の建造に必要な高技能者の育成には、戦闘艦艇を間断なく建造してきた

韓国と日本がさまざまな支援を提供できると思われる（60）。教育を含め人的資源に関する協力

は裾野が広く、米造船業界への投資以上に米産業基盤の底上げに貢献できる。

第3と第4の分野は、米国防総省の装備品調達に関するビジネスモデルの変革や防衛産業

基盤と商業産業基盤の結び付きを取り戻そうとする課題である。冷戦後に縮小を続けた防衛

予算は、装備品調達プロセスを硬直化させ、防衛部門と商業部門の双方向の革新とアイデア

の流れを止め、軍用装備品の開発費用を押し上げ、軍事技術の商用技術へのスピンオフは途

絶えた（61）。少数のプライム・コントラクターが独占的に装備品を生産し、民間―軍事統合

（Civil Military Integration）を妨げる装備品調達プロセスは、日本の防衛産業に共通する課題で

ある。防衛省は、科学技術の急速な進展によって戦い方の変革が加速化し、技術の差が戦い

の勝敗を決するようになっているとの認識に立ち、技術奇襲を防ぐよう研究開発から技術実

装までの短縮に取り組んでいる（62)。日米は2024年6月に第1回日米防衛産業協力・取得・維

持整備定期協議（DICAS）を開催し、共同開発、共同生産および共同維持整備に向けた調整

を加速させることで合意した（63)。DICASは4つの分野全体について日米を緊密に連携させる

プラットフォームとして機能する潜在的可能性を持っている。

（3） 米国に核抑止の安心を供与する

ブラッド・ロバーツによれば、米国の核態勢は、変化を続ける国際情勢に適応して修正を

重ね、米国の利益に沿った形で核態勢の役割、目的、機能を本質的に変化させてきた（64）。米

国の利益には核抑止の対象となる同盟国等の利益も含まれると考えてよい。

国際情勢への適応は、近年の核搭載型海上発射巡航ミサイル（SLCM-N）をめぐる政策の変

遷によく表れている。オバマ政権は「2010年の核態勢見直し」（2010NPR）でSLCM-Nの退役

を決め2013年に退役を完了させた。その後、トランプ政権は決定を覆して2018NPRで開発を

決め、バイデン政権はSLCM-Nは低出力核W76-2搭載トライデントSLBMの抑止効果があれ

ば必要がないとして2022NPRで改めて計画の廃止を決めた。しかし、米国議会は2024会計年

度国防授権法によってバイデン政権の決定を覆し、SLCM-Nおよびその弾頭に対する資金の

拠出を決め、行政機関に対しSLCM-Nの初期運用能力を確保するよう義務付けた（65）。

米国にはSLCM-Nの抑止効果や戦略核バランスに与える効果について議論がある（66）。しか

し、SLCM-Nが実現すれば、米国大統領に抑止に関する複数の選択肢を与えるとともに、核

兵器の前方展開のない東アジアの同盟国等にとって、生存性に優れたSLCM-Nの配備は安心

の供与を改善すると見込まれる（67）。また、バイデン政権は30年間で1.7兆ドル、2023年から

2032年までの年間平均で約750億ドルを費やす核のトライアド近代化計画に着手し、トラン

プ政権はこの動きを強化していくと考えられる（68）。つまり、米国が同盟国等に提供する「拡

大抑止の能力」の信頼性は今後も国際情勢に適応して維持されていくと考えてよい。

核抑止に残された課題は、ウクライナ戦争で揺らぎを見せた米国の核抑止の意志である。
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この点について、同盟国等にできることは「米国への安心の供与」の強化ではなかろうか。

米国は長年にわたりNATO諸国に核抑止を提供する代わりに、核共有体制をもって「米国へ

の安心の供与」を求め、核同盟としてリスクと責任を共有してきた。また、同盟国が核兵器

を持つことで危機に際して米国が回避できたかもしれない戦争に巻き込まれるというリスク

に対して、米国は、とりわけ核兵器を保有する同盟国に対して、協調した行動をすることを

求めた（69）。米国が核兵器を引き上げたあとの東アジアでは、同盟国等に対してNATOに類似

した安心供与を同盟国等に求める必要はなかったが、同盟国による駐留米軍兵力の経費負担

や便宜供与は異なる文脈での「米国への安心供与」だったと言えるかもしれない。

日本が保有する反撃能力は、「米国への安心の供与」を強化するきっかけとなる可能性が

高い。反撃能力が米核戦力と有機的に統合されエスカレーション・ラダーを構成するように

なれば、米国の核戦力と相まって抑止の信頼性を改善するが（70）、反面、予期せぬエスカレー

ションについて米国の懸念は高まる。米国は、ウクライナ政府に提供する武器の種類と用法

をロシアの反応を見ながらインクリメンタルに強化してきたように（71）、東アジアで核兵器の

使用に至る可能性のある戦争が発生した場合、米国の望まないエスカレーションを防止する

目的で、日本に対して協調した行動をとるよう求めるであろう。その場合、日本は米国の懸

念を減じる措置（安心供与）を平素の段階から講じるとともに、米国と核作戦のコストを共

有する覚悟が必要となる。

米国の核宣言政策によれば、米国政府は核兵器の根本的な役割を「米国、同盟国、および

パートナーに対する核攻撃を阻止」とし、「米国またはその同盟国およびパートナーの重要な

利益（vital interest）を防衛するため、極めて限定的な状況下においてのみ、核兵器の使用を

検討する可能性」と説明している（72）。ここでの重要な利益とは「米国にとっての重要利益」

であって、同盟国等が決めるものではない。つまり、米国が重要な利益でないと判断した場

合、「検討する可能性」さえ低下することになる。

エルブリッジ・コルビー（Elbridge A. Colby）米国防次官は、国防次官承認にかかる米上院

公聴会への事前提出文書で、米国は台湾防衛のために拒否的防衛力を優先して投入する一方

で、台湾と日本には中国の台湾統一シナリオに備えて防衛力を劇的に向上させるよう求める、

と述べた（73）。また、公聴会では、台湾は米国にとって重要な利益（vital interest）ではあるが

生存的な利益（existential interest）ではないと答えた（74）。コルビーは生存的な利益について説

明していないが、それは米国が必ずコミットする領土や主権といった利益と考えてよく、台

湾への軍事的なコミットメントは所与ではないことを意味する。コルビーの意図は、台湾が

米国の求めに応じ現実的な防衛力を強化するならば重要な利益と判断してコミットするが、

台湾がその努力を怠れば防衛支援をしないと解釈できる。同盟関係にある日本の立場は台湾

よりよいが、それでも米国が条約上の義務に常に100%コミットするとは言えない。米国が

同盟国等の防衛力の強化を米国のコミットメントの条件と考えるなら、その実現は米国への

安心供与と言うことができる。
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4 台湾有事の星を揃わせない

フロノイは前掲の論考で、米国の相対的な軍事力の低下はインド太平洋全域の同盟国やパ

ートナーに対する米国の信頼性を損なうばかりか、一部の国々が中国の威圧と影響力に屈す

る可能性を指摘したが（75）、ウクライナ戦争によって表面化した米国の地域コミットメントの

信頼性への揺らぎ、あるいは東南アジア諸国連合（ASEAN）主要国の米国離れ（76）はフロノイ

の懸念を裏付けている。

このまま米国の軍事力が弱体化すれば、中国が台湾海峡の現状変更に乗り出す星が揃う。

同盟国等が軍事力の強化に努め、併せて米国を助け、米防衛産業基盤の強化に主体的に協力

すれば、少なくとも星が揃う時期を遅らせることは可能であろう。これはピート・ヘグセス

（Pete Hegseth）米国防長官がシャングリラ会議（2025年5月31日）で繰り返し述べた「拒否に

よる抑止」のための態勢強化の取り組みと軌を一にしている（77）。

その一方で、同盟国等は米国と中国が戦略的安定に向かうよう、核抑止に関する協議を両

国に慫慂していく必要がある。米ロの核抑止は継続的な協議を通じて安定していたが、それ

でもロシアを抑止できず、ウクライナ戦争には常に核エスカレーションへの懸念が付きまと

った。現在の東アジア情勢は一段と不透明さを増す一方で、米中間には核抑止協議はなく危

機管理機能は限定的である。通常戦力において優れた中国が、台湾有事に核兵器をロシアの

ように戦術的に使う可能性が高いとは言えないが（78）、核エスカレーションを完全に否定でき

ない以上、米中が核抑止協議を通じて戦略的安定性を改善する取り組みはぜひとも必要であ

る。

（ 1） 武居智久「ウクライナ戦争の3つの教訓―台湾有事における抑止と核」『日米関係インサイト』、

笹川平和財団、2025年2月19日、https://www.spf.org/jpus-insights/uspolicy-community/spf-amuspolicy-

community-documents-04.html（参照2025年9月10日、以下同じ）。
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